
大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、保育人材の確保を図り、子どもを安心して育てることが出来るような体制

整備を行うため、大分県保育士試験による資格取得支援事業実施要綱（令和 2年 4月 1日

伺定。以下、「実施要綱」という。）に基づき、保育士試験により保育士資格の取得した者

に対し、予算の定めるところにより、補助金を交付するものとし、その交付については、

大分県補助金等交付規則(昭和４３年大分県規則第２７号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象経費及び補助金の額等） 

第２条 この補助金の交付の対象となる経費は、保育士試験受験講座の受講（通信制、昼間、

昼夜開講制、夜間、昼間定時制）に要する費用であって、当該講座を開講している事業者

（以下「講座実施事業者」という。）が証明する当該事業者に対して支払われた入学料（講

座実施事業者における受講の開始に際し、当該講座実施事業者に納付する入学金又は登録

料）、受講料（面接授業料、教科書代及び教材費（受講に必要なソフトウェア等補助教材

費含む。））及び上記経費の消費税とする。なお、以下に掲げるものについては対象経費と

ならない。 

（１） その他の検定試験の受講料 

（２） 受講にあたって必ずしも必要とされない補助教材費 

（３） 補講費 

（４） 講座実施事業者が定める期間を超えて受講した場合に必要となる費用 

（５） 講座実施事業者が実施する各種行事参加に係る費用 

（６） 学債等将来対象者に対して現金還付が予定されている費用 

（７） 受講のための交通費及びパソコン、タブレット等の器材等 

（８） クレジットカードの利用等クレジット会社を介して支払う契約を行う場合の、ク

レジット会社に対する分割払い手数料（金利） 

（９）支給申請時点で講座実施事業者に対して未納となっている入学料又は受講料 

２ 補助金の額は、補助対象経費の実支出額の総額と、保育士試験受験のための学習に要し

た経費の総額から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に２分

の１を乗じて得た額（算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てた額）とし、１５０，０００円を上限とする。 
 

 

（申請書等） 

第３条 規則第３条第１項及び第１２条の規定による申請並びに実績報告は、補助金交付

申請書並びに実績報告書（第１号様式）によるものとし、次に掲げる書類を添付し、対

象施設に勤務を開始した日の属する月の月末までに知事に提出しなければならない。や



むを得ない理由により当該期日までに提出できない場合は、その旨の理由書を添付する

こと。なお、補助金の申請は１名につき１度までとする。 

（１）所要額内訳表（第２号様式） 

（２）補助対象経費の領収書 

（３）保育士証の写し 

（４）暴力団排除に係る誓約書（第３号様式） 

（５）その他知事が必要と認める書類 

 

（交付条件） 

第４条 規則第５条の規定による交付条件は、次のとおりとする。 

（１）資格取得後１年以上対象施設等に勤務すること。なお、1年未満となる場合におい

ては、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。 

（２）この補助金にかかる証拠書類は交付決定日の属する年度の翌年度から起算して５年

間保管しておくこと。 

（３）（２）の証拠書類を検査する場合又は保育士試験受験のための学習、対象施設等で

の勤務状況等について報告を命じた場合においてこれに応ずること。 

（４）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）又は暴力団（同法第２条第

２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であって

はならないこと。 

（５）その他、規則及びこの要綱の定めに従うこと。 

 

（補助金の交付決定並びに額の確定) 

第５条 規則第６条及び第１３条による通知は、補助金交付決定通知書並びに額の確定通知

書（第４号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取下げのできる期間） 

第６条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、補助金交付決定通知

書並びに額の確定通知書を受理した日から起算して１５日を経過した日までとする。 

 

（補助金の交付方法） 

第７条 この補助金は、精算払の方法により交付する。 

    補助金は、対象者が保育士証の交付を受け、対象施設等に勤務することが決定した後

に支払うことができる。 

 

（補助金の交付請求） 

第８条 補助金の交付決定並びに額の確定通知を受けた者は、速やかに補助金交付請求書

（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 



 

（補助金の返還） 

第９条 知事は、補助金の交付を受けた者が、偽りその他不正な行為によって補助金の支給

を受けたと認めた時は、大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金交付決定取

消・返還通知書（第６号様式）により、申請者に対して、交付決定を取り消し、補助金全

額を返還させるものとする。 

 

（書類の提出部数) 

第１０条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部とする。 

 

 

附 則 

  この要綱は、令和２年４月１日から適用する。  

 



第１号様式（第３条関係）

大分県知事　　　　　　　殿

住　　所
連 絡 先
（ふりがな）

氏　　名  

生年月日

円

円

円

勤務先の証明
上記「資格取得後の勤務状況」に相違ないことを証明します。

施設名

代表者職氏名  

添付書類

大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金申請書及び実績報告書

年　月　日

　大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金の交付を受けたいので、大分県保育士試験による
資格取得支援事業費補助金交付要綱第３条の規定に基づき、次のとおり交付申請し、併せてその実績を
報告します。

対象者氏名 　　年　　月　日生（　　歳）

講座実施事業者名

講座実施事業者所在地
（〒　　-　　　）

講座受講期間
（受講開始日（入学日又は受講許可

を得た日のいずれか早い日））
年　　月　　日 ～ 年　　月　　日

学習に要した経費

入学料

受講料

合計

保育士登録年月日以降、１年以上継続して上記の施設に

（勤務する　　・　　勤務しない）

（１）所要額内訳表（第２号様式）
（２）補助対象経費の領収書（別紙に貼付すること）
（３）保育士証の写し
（４）暴力団排除に係る誓約書（第３号様式）
（５）その他知事が必要と認める書類

雇用保険制度の教育訓練給
付等、類似事業の助成等の有無（どちらかに○）

有 無

保育士登録年月日 年　　月　　日

資格取得後の勤務状況

施設名

勤務開始日 年　　月　　日



第２号様式（第３条関係）

（単位：円）

F

所要額内訳表

申請者氏名

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
（A-B)

補助対象経費
の実支出額

選定額 補助所要額

A B C D E

（記入上の注意）
１ Ａ欄には、当該事業に要した総事業費（補助対象経費以外を含む。）を記入すること。
２ Ｂ欄には、本補助金以外の収入がある場合にその額を記入すること。
３ Ｄ欄には、Ａ欄のうち、補助対象経費に係る支出額を記入すること。
４ Ｅ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。
５ Ｆ欄には、Ｅ欄の額に１／２を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じた場合にはこ
　れを切り捨てた額。）と１５０，０００円とを比較して少ない方の額を記入すること。



別紙

　領収書は以下の枠内に貼付してください。足りない場合は、別紙を複数枚使用してください。
なお、領収書には、次の事項が記載されていることを確認してください。
ア 「講座実施事業者の名称」
イ 「支払者名」
ウ 「領収額（又はクレジット契約額）」
エ 「領収額の内訳（入学料と受講料のそれぞれの額）」
オ 「領収日（又はクレジット契約日）」
カ 「領収印」



第３号様式（第３条関係） 

誓  約  書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。  

また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに

同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員が役員となっている事業者 

（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結してい

る者 

（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有し

ている者 

（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

２ １の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人

ではありません。 

 

                                       年  月  日 

 

大分県知事   殿 

         

                           〔法人、団体にあっては事務所所在地〕 

                  住  所 

 

                     （ふりがな） 

                              氏    名                                                  

 

                              生年月日 （明治・大正・昭和・平成）  年  月  日(男・女） 

 

※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の

誓約をお願いしています。 

 



第４号様式（第５条関係） 
 

大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金交付決定通知書及び 
額の確定通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 
 
               殿 
 
 
                      大分県知事 
 
 
     年  月  日付けで交付申請及び実績報告のあった大分県保育士

試験による資格取得支援事業費補助金については、大分県保育士試験による資

格取得支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり交付する

ことに決定し、併せてその額を確定したので通知します。 

 
 

記 
 
 
１ 補助金の交付決定額  金          円 
２ 補助金の額の確定額  金          円 
３ 交付条件 
（１）資格取得後１年以上対象施設等に勤務すること。なお、1年未満となる場合に

おいては、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。 

（２）この補助金にかかる証拠書類は交付決定日の属する年度の翌年度から起算して

５年間保管しておくこと。 

（３）（２）の証拠書類を検査する場合又は保育士試験受験のための学習、対象施設

等での勤務状況等について報告を命じた場合においてこれに応ずること。 

（４）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）又は暴力団（同法

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者であってはならないこと。 

（５）その他、大分県補助金等交付規則、大分県保育士試験による資格取得支援事業

実施要綱及び大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金交付要綱の定

めに従うこと。 
 
 



第５号様式（第８条関係） 
 

大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金請求書 
 
                            年  月  日 
 
 大分県知事         殿 
 
                    住所 
                    氏名              
 
 
     年  月  日付け  第    号で交付決定通知及び額の確定

通知のあった大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金 

          円を交付されるよう、大分県保育士試験による資格取得

支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により請求します。 
 

振込先 

金融機関名 

 
      銀  行 
      信用金庫 
      農  協 
      そ の 他 
           （    ） 
 

 
本 店 
支 店 
出張所 
支 所 

ゆうちょ銀行の場合 
支店番号 

種別 普通・当座 口座番号  （フリガナ） 
口座名義 

 

 
添付書類  

・通帳の口座情報が確認できる部分の写し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



第６号様式（第９条関係） 
 
大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金交付決定取消・返還通知書 
 

第     号 
  年  月  日 

 
              殿 
 
 

大分県知事 
 
 
       年  月  日付け  第    号で交付決定及び額の確定

をした大分県保育士試験による資格取得支援事業費補助金については、下記の

とおり交付決定及び額の確定を取消すので、大分県保育士試験による資格取得

支援事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき通知します。 
 ついては、交付した補助金全額を下記のとおり返還してください。 
 

記 
 
１ 取消理由 
 
 
２ 交付した補助金の返還期限 
 
 
３ 返還の方法 
 


